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2. 個人の不正   
2.1 不正のトライアングル理論  
2.2 事例：青森県住宅供給公社事件 

















































の低い顧客にも融資していた(日本経済新聞	 2018 年 8 月 22 日)」。不正を実行したの
は営業マンである従業員個人であるが、不正をしなければならない環境を経営陣が作
っていたことから、組織の不正であると考えられる。	








































































































西川(2018)は Cressy の不正のトライアングル理論を発展し、個人に 3 つの不正リス
ク要因(動機、機会、正当化)が揃っていない場合でも、組織においてこれら 3 つのリ
スク要因を 1 か 2 つ有している人間が、他の人間と影響を与え合うことで、残る要素
を獲得し、組織の不正は発生すると説明している。例えば、A という人間が動機と機会
という不正リスク要因を持ち、残る正当化という不正リスク要因を B という人間が持











年から 2001 年までに約 14 億円を横領していた事件である。青森住供は地方住宅供給
公社法に基づいて設立された特殊法人であり、青森県および県内 8 社が出資していた。
理事長や理事長以下の幹部は出資自治体の現職幹部が任用されている状態であった。







るようになる。平成 5 年から平成 13 年までの間に 180 回も青森住供のお金を横領する
ようになり、その総額は約 14 億円に上った。	






















































































































































ヤーは方法 A、方法 B の 2 つの選択肢を与えられている。各セル内の利得は左側がベ
テラン、右側が若年のものである。なお、S、s、J、j は全て正の値をとり、ベテラン



















3.3  事例：三菱自動車リコール隠し 
















































図 4 のように、上司には不正を行う、不正を止めるという 2 つの選択肢が与えられ
ている。一方、部下には不正を行う、不正を指摘するという 2 つの選択肢が与えられ
















図 3 ではベテランと若年、2 名のプレイヤーがおり、ベテランと若年にとって最も利
得の高い選択肢は異なっているが、ベテランが尊重されるという組織文化においては
ベテランにとって最も利得の高い選択肢が若年のコーディネーションによって選択さ
れるというものであった。一方で図 4 は図 3 と同様、2 名のプレイヤーであるが、2 名
とも各々最も利得の高い選択肢が同じ場合のゲームである。不正を行うことが正とさ
れている組織文化では、ゲームのプレイヤーは 2 名とも同じ価値観となってしまうこ



























員の利得は b である。ここで従業員の利得は a>b であるため、経営者が従業員へ不正
を指示しなければ、従業員は不正を行わないという選択をすることになる。	
次に、経営者が不正を指示した場合、従業員が不正を行わなければ従業員の利得は













4.2  事例：東芝の不正会計 
本節及び次節では近年最も話題となった東芝の不正会計について展開型ゲームを用
いて述べる。	








本で原子炉を建設できる 3 大メーカーの 1 つである。「原子炉には大きく分けて 2 つの
タイプがある。1 つはウランの核分裂によって発生する熱で生じた蒸気を、直接タービ







あったが、全て BWR の原子炉であった。世界の原発が PWR に傾いていく中で、BWR のノ
ウハウしかない東芝はこのままでは世界の原子力事業から遅れをとってしまうために
なんとかしたいと考えていた。そこで出された結論が米原発機器大手であるウエスチ
ングハウス(以下 WH)の買収である。東芝は三菱重工との入札に勝利し、2006 年、WH を
手に入れた。しかし、6600 億円で手に入れた WH が契機となり東芝は不正会計に手を
染めていった。	








































































































































































































最後に、不正がバレない確率 p を下げる方策が必要である。p を下げることによっ




























済んだのか。図 7 で示した通り、ケース 1 では必ず不正は発生し、ケース 3 では不正
は発生しない。一方、ケース 2 では経営者が不正を指示すれば従業員は不正を行い、
経営者が不正を指示しなければ従業員も不正を行わない。よって、以下図 8 のように、
ケース 1 からケース 2 の(1)、もしくはケース 3 になるようにするということである。





ケース 1 の条件をケース 2 の(1)、もしくはケース 3 にするには、不正がバレない確
率 p を下げる、従業員が不正を行うことによって得られる便益 b0・b1 を下げる、また
は従業員の不正がバレることによって発生するコスト c を上げる事が必要である。	
まず、不正がバレない確率 p を下げるためにはモニタリング機能を強化することに
尽きる。例えば、従業員の E メールを AI で管理し、怪しそうなメールは上司が確認で
きる仕組みがあれば従業員はおかしな行動を慎むようになると考える。東芝の不正で
は、会議で経営者から不正の指示があった後、その会議で従業員が経営者から言われ













図 8 の点線で囲った箇所に着目すると、d が高くなるほど不正は発生しやすく、d が低
くなるほど不正は発生しにくくなる。よって、従業員が経営者に逆らうことで発生す
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